
Ⅰ 概要

１ 医療機関の概要

フリガナ

２ 構造設備

室数 ５室
室数 １室

保有台数 ２台
専用室
共用室

地域医療支援病院 業務報告要旨（令和５年度分）
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高知県・高知市病院企業団立 高知医療センター

所在地 高知県高知市池２１２５番地１
開設者氏名 高知県・高知市病院企業団 企業長 村岡 晃
病床数 620床
承認年月日 平成19年 ４月 25日
業務報告書提出日 令和６年 10月 ２日

化学検査室 （主な設備）臨床化学自動分析装置、小型検体前処理・搬送システム 等
細菌検査室 （主な設備）フェニックス薬剤感受性自動分析装置、自動血液培養検査装置 
病理検査室 （主な設備）全自動染色封入装置、全自動免疫染色装置 等
病理解剖室 （主な設備）感染対応用L型解剖台、ハイキャビネット 等
研究室 （主な設備）電子カルテ端末（可搬プロジェクター使用可）
講義室 収容定員 315人
図書室 蔵書数 50,300冊程度
救急又は患者搬送用自動車 （主な設備）救急車、ストレッチャー、吸引器 等

床面積 39.56㎡

病院名

集中治療室 （主な設備）気管内挿管セット、移動型X線撮影装置 等       病床数 80床

医薬品情報
管理室

次のいずれかに該当すること
・国 ・都道府県 ・市町村 ・社会医療法人 ・公的医療機関 ・医療法人 ・一般社団・財団法人 
・公益社団・財団法人 ・学校法人 ・社会福祉法人 ・独立行政法人労働者健康福祉機構
・次のいずれにも該当すること
 ①エイズ治療の拠点病院又は地域がん診療拠点病院
 ②保険医療機関の指定を受けている

200床以上の病床を有すること。（病床の種別は問わない。）

 医療法第21条に規定する一般の病院に必要とされる施設のほか、次の施設を有するとともに、構
造設備が要件に適合すること。
・集中治療室 ・化学、細菌及び病理の検査施設 ・病理解剖室 ・研究室 ・講義室
・図書室 ・救急用又は患者輸送用自動車 ・医薬品情報管理室



Ⅱ 業務報告

１ 紹介患者に対する医療提供及び他の病院又は診療所に対する患者紹介の実績

①／②
①紹介人数
②初診患者数
③／②
③逆紹介患者数

２ 共同利用の実績

共同利用に係る規定の有無

対象期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日

紹介率 63.5%
9,020人

14,196人
逆紹介率 95.5%
※患者は延べ人数 13,558人

共同利用医療機関延べ数（病
床利用のみ）

1件

共同利用可能病床数 10床
共同利用病床利用率 0.4%

共同利用施設・設備
1.開放病床10床（7階） 2.全身用ＣＴ装置  3.シンチカメラ 4.ＭＲＩ装置
5.手術室 6.その他高知医療センターの保有する検査装置

有
利用医師等登録制度の担当者 事務担当者
登録医療機関数 414機関

※患者数は延べ人数

紹介率及び逆紹介率（下記のいずれかに該当すること）
①紹介率80％以上
②紹介率65％以上かつ逆紹介率40％以上
③紹介率50％以上かつ逆紹介率70％以上

１ 当該病院の施設・設備が当該病院の存する地域の全ての医師又は歯科医師の利用のために開放されて
 おり、そのための共同利用に関わる規定が病院の運営規程等に明示されていること。
２ 利用医師等登録制度を設け、当該地域医療支援病院の開設者と直接関係のない医療機関が現に共同利
 用を行っている全医療機関の五割以上であること。
３ 利用医師等登録制度の実施にあたる担当者を定め、登録された医療機関等との協議、共同利用に関す
 る情報の提供等連絡・調整の業務を行わせること。
４ 共同利用のための専用の病床として、共同利用の実績を踏まえつつ、他医療機関の利用の申し出に適
 切かつ速やかに対応できる病床数が確保されていること。



３ 救急医療の提供の実績

（１）救急患者数
5,047人 （2,740人）
6,251人 （1,543人）

11,298人 （4,283人）

（２）救急医療圏（２次医療圏）人口における救急搬送患者数割合（①,②のいずれかに該当すること）

659,592人
② 当該医療機関における年間の救急搬送患者の受入数 ≧ 1,000人

（３）救急用又は患者輸送用自動車所持台数

４ 地域の医療従事者の資質の向上を図るための研修の実績

研修プログラムの有無
研修委員会の設置の有無
研修指導者数

救急搬送による救急患者数
救急搬送以外の救急患者数
合計（うち初診患者数）

※括弧内は、入院を要した患者数

7.6
（少数点第１位まで記入）

  救急医療人口※2
5,047人

救急用又は患者輸送用自動車 2台

地域の医療従事者の実施回数 37回
合計研修者数  ※院外からの延べ参加人数 1,517人

有
有

48人

研修施設
研修室・がんサポートセンター4階研修室・くろしおホール・なるほどライブラ
リ

① 救急搬送患者※1 ／ 救急医療圏人口※2 × 1,000 ≧ ２

研修の内容
・医学、医療に関する講演会（学術講演会）
・地域の医師等も含めた症例検討会 等

研修体制

① 救急搬送患者※1 ／ 救急医療圏人口※2 × 1,000 ≧ ２
② 当該医療機関における年間の救急搬送患者の受入数 ≧ 1,000人
  ※1 地方公共団体又は医療機関に所属する救急自動車により搬送された患者数
       ※2 高知県人口総数 669,516人（高知県推計人口調査 令和５年４月１日現在）

１ 必要な図書等を整備し、以下のような研修を定期的に行う体制が整備されていること。
 ・ 地域の医師等を含めた症例検討会
 ・ 医学・医療に関する講習会
２ 研修目標、研修計画、研修指導体制その他研修の実施のために必要な事項を定めた研修プログラムを       
 作成していること。
３ 研修プログラムの管理及び評価を行うために、病院内に研修全体についての教育責任者及び研修委員会
 が設置されていること。
４ 研修の実施のために必要な施設及び設備を有していること
５ 年間12回以上の研修を開催していること。
  研修には、当該病院以外の地域の医療従事者が含まれること。また、医師だけでなく、他の医療従事者
 を対象としたものが含まれていること。
 ※ 感染予防の観点等から、オンライン開催等も可能。（国事務連絡の抜粋）



５ 診療並びに病院の管理運営に関する諸記録の体系的な管理方法

共同利用の実績
救急医療の提供の実績
地域医療従事者向けの研修の実績
閲覧実績
紹介患者に対する関係帳簿

６ 診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧方法及び閲覧の実績

13件
医師 件
歯科医師 件

件
13件

７ 委員会の開催実績

管理責任者 小野 憲昭（病院長）
管理担当者 医療情報センタ－長
診療に関する諸記録の保管場所 電子カルテ内にデータで保管

地域医療連携室
電子カルテ内
院内各部局
事務局総務課
電子カルテ内

閲覧責任者 病院長 小野 憲昭（総務課分は企業長）
閲覧担当者 総務課長・地域医療連携室長
閲覧に応じる場所 事務局、会議室、応接室、診察室、面談室等
前年度の総閲覧件数

地方公共団体
その他

委員会の開催回数 4回

病院の管理及び運営に関する
諸記録の保管場所

閲覧者別延べ件数
当該病院に患者を紹介しようとする

委員会の概要

・第50回高知医療センター地域医療支援病院運営委員会
 日時：令和５年６月16日（金）書面開催
・第51回高知医療センター地域医療支援病院運営委員会
 日時：令和５年９月12日（火）18:30～20:00
・第52回高知医療センター地域医療支援病院運営委員会
 日時：令和５年12月21日（木）書面開催
・第53回高知医療センター地域医療支援病院運営委員会
 日時：令和６年３月14日（木）18:30～20:00                                 

 診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の管理に関する責任者及び担当者を定め、諸記録を適
切に分類して管理すること。

 患者を紹介しようとする医師、歯科医師及び地方公共団体から諸記録の閲覧を求められたときは、正当な理由
がある場合を除き、諸記録のうち患者の秘密を害するおそれのないものとして病院の管理及び運営に関する諸記
録を閲覧させること。
 診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧に関する責任者、担当者及び閲覧の求めに応じる場所を
定め、当該場所を見やすいように掲示すること。

１ 当該地域の医師会等医療関係団体の代表、当該病院が所在する都道府県・市町村の代表、学識経験者       
 等により構成することが適当であること。
２ 当該病院の関係者以外の者が大半を占めるよう留意すること。
３ 定期的（最低四半期に一回程度）に開催することを原則とし、そのほか、必要に応じて不定期に開催す 
 ることを妨げない。
４ 当該病院の管理者は、委員会から意見が提出された時は、最大限それを尊重するものであること。
 ※ 感染予防の観点等から、オンライン開催等も可能。（国事務連絡の抜粋）



８ 患者相談の実績

相談を行う場所 相談窓口・相談室・その他（病室・病棟ICルーム）

相談件数 14,659件

主たる相談対応者

・ソーシャルワーカー 10名
 （地域医療連携室8名、こころのサポートセンター2名）
・看護師 19名
・がん相談員 2名
・事務員 2名

相談概要

①転退院調整関係                            
・各病棟に入退院支援職員（ソーシャルワーカー、看護師）を配置し、すべての
入院患者に対し、入院３日以内にスクリーニングを行い、支援が必要な方を抽
出、早期に介入し転退院支援を行う。
②療養中の心理的・社会的問題の解決
・治療や退院後の生活に対する不安・悩みの傾聴や情報提供、関係機関への連
絡・調整など
③経済的問題の解決、不安の解消
・生活保護などその他各種社会保障制度の紹介、申請支援
④公費制度（自立支援、更生医療、介護保険、障害手帳、年金等）の申請手続き
の紹介、申請支援
⑤受診・受療の支援
・退院後の外来リハビリや緩和ケア外来等への受診調整
・外来患者の地域医療機関への受診調整
⑥がん相談
・がんについて治療、情報、セカンドオピニオン、緩和ケア、医療費や生活費な
ど様々な相談への対応
⑦小児患者に対する支援
・転院調整、関係機関を集めたカンファレンスの開催、両親に対する各種支援な
ど
⑧その他相談援助
・その他、院内各部署との情報・意見交換、連絡調整、院外関係機関（行政、警
察、児相など）との連絡調整、情報提供など

 病院内に患者相談窓口及び担当者を設け、患者及び家族等からの苦情、相談に応じられる体制を確保



９ 地域医療支援病院に求められるその他の取組（任意）

（１）病院の機能に関する第三者による評価

注）医療機能に関する第三者による評価については、日本医療機能評価機構等による評価があること。

（２）果たしている役割に関する情報発信

（３）退院調整部門

（４）地域連携を促進するための取組

病院の機能に関する第三者による評価の有無 有

果たしている役割に関する情報発信の有無 有

退院調整部門の有無 有

地域連携クリティカルパスの策定 有

評価を行った機関名、評価を
受けた時期

日本医療機能評価機構  平成３１年２月１６日                     
救急（付加機能）については、平成３１年３月７日認定

情報発信の方法、内容等の概
要

 ･ホームページで当院の役割や受診方法等を説明
・地域医療連携通信「にじ」（機関紙・年６回）で主に医療機関向けに情報発信
（病院の最新の診療現場情報や研修・講習会などのイベント情報など）                      
・LINEを利用した情報発信（研修・講習会などのイベント情報など）
・地域の医療機関への訪問や研修・講習会等

退院調整部門の有無の概要

・地域医療センター地域医療連携室に退院調整部門を設けている。
 看護師 16人、ソーシャルワーカー ２人
・退院支援のSWと看護師を各病棟に配置し、全入院患者へのスクリーニングを
行い、支援が必要な方に対し早期に介入することで、速やかな退院支援を実施し
ている。

策定した地域連携クリティカ
ルパスの種類・内容
地域連携クリティカルパスを
普及させるための取組

 2008年から「高知中央・高幡・安芸医療圏脳卒中地域連携の会」に加入し、
計画管理病院として脳卒中地域連携パスの運用を行っている。          
会では合同会合を開催して、症例研究、情報共有、指標の作成等を行い、参加機
関の連携を強化している。2020年度からは、高知あんしんネットを利用したパ
ス運用を開始した。                              
院内においては、医師を中心に看護師、ソーシャルワーカー等のコメディカルが
チームで動く態勢が構築されている。また「がん地域連携パス」の策定にも取り
組んでいる。       


